
JAXA 第３期中期計画新旧比較 

中期計画 （現行）並替 中期計画 変更案 中期計画の変更箇所と新「宇宙基本計画」の対応箇所 
 

宇宙ステーション補給機（HTV）の運用を着実に行う。それにより、ISS 共通システム

運用経費の我が国の分担義務に相応する物資及びJEM運用・利用に必要な物資を着実に輸

送・補給する。 

 

 

②将来的な有人宇宙活動 

 

国際協力を前提として実施される有人宇宙活動について、外交・安全保障、産業基盤の

維持及び産業競争力の強化、科学技術等の様々な側面から行われる政府の検討に協力す

る。 

 

 

 

 

（３）宇宙太陽光発電研究開発プログラム 

 

我が国のエネルギー需給見通しや将来の新エネルギー開発の必要性に鑑み、無線による

送受電技術等を中心に研究を着実に進める。 

 

 

４．横断的事項 

（２）技術基盤の強化及び産業競争力の強化への貢献 

 

経済・社会の発展や我が国の宇宙航空活動の自律性・自在性の向上及びその効果的・効

率的な実施と産業競争力の強化に貢献することを目的とし、コスト削減を意識しつつ、技

術基盤の強化及び中長期的な展望を踏まえた先端的な研究等を実施するとともに、基盤的

な施設・設備の整備を行う。 

 

①基盤的・先端的技術等の強化及び国際競争力強化への貢献 

 

衛星システムや輸送システムの開発・運用を担う企業の産業基盤の維持を図るため、共

同研究の公募や海外展示の民間との共同開催等、民間事業者による利用の開拓や海外需要

獲得のための支援を強化する。 

民間事業者の国際競争力強化を図るため、宇宙実証の機会の提供等を行う。また、この

ために必要となる関係機関及び民間事業者との連携枠組みについて検討する。 

 

 

 

 

 

企業による効率的かつ安定的な開発・生産を支援するため、衛星の開発に当たっては、

部品・コンポーネント等のシリーズ化、共通化やシステム全体のコスト削減などに取り組

むとともに、事業者の部品一括購入への配慮を促す。 

また、宇宙用部品の研究開発に当たっては、部品の枯渇や海外への依存度の増大などの

問題解決に向けた検討を行い、必要な措置を講じる。 

 

海外への依存度の高い重要な技術や機器について、共通性や安定確保に対するリスク等

の観点から優先度を評価し、中小企業を含めた国内企業からの導入を促進する。 

また、我が国の優れた民生部品や民生技術の宇宙機器への転用を進めるため、政府が一

体となって行う試験方法の標準化や効率的な実証機会の提供等に対し、技術標準文書の維

持向上、機構内外を含めた実証機会の検討等を通じて貢献する。 

 

 

宇宙ステーション補給機（HTV）の運用を着実に行う。それにより、ISS 共通システム

運用経費の我が国の分担義務に相応する物資及びJEM運用・利用に必要な物資を着実に輸

送・補給する。 

 

 

②国際有人宇宙探査 

 

今後国際的に検討が行われる国際有人宇宙探査に係る方策や参加のあり方については、

政府において、他国の動向も十分に勘案の上、その方策や参加の在り方について、外交、

産業基盤維持、産業競争力強化、科学技術等に与える効果と要する費用に関し、厳しい財

政制約を踏まえつつ、厳格に評価を行った上で、慎重かつ総合的に検討を行うこととして

おり、当該検討を支援する。また、検討の結果を踏まえ、必要な措置を講じる。 

 

 

（４）宇宙太陽光発電 

 

我が国のエネルギー需給見通しや将来の新エネルギー開発の必要性に鑑み、無線による

送受電技術等を中心に研究を着実に進める。 

 

 

 

（５）個別プロジェクトを支える産業基盤・科学技術基盤の強化策 

 

経済・社会の発展や我が国の宇宙航空活動の自立性・自在性の向上及びその効果的・効

率的な実施と産業競争力の強化に貢献することを目的とし、コスト削減を意識しつつ、技

術基盤の強化及び中長期的な展望を踏まえた先端的な研究等を実施する。 

 

 

 

 

衛星システムや輸送システムの開発・運用を担う企業の産業基盤の維持を図るため、共

同研究の公募や海外展示の民間との共同開催等、民間事業者による利用の開拓や海外需要

獲得のための支援を強化する。 

民間事業者の国際競争力強化を図るため、宇宙実証の機会の提供等を行う。また、この

ために必要となる関係機関及び民間事業者との連携枠組みについて検討する。具体的に

は、大学や民間事業者等が超小型衛星等を「テストベッド」として活用すること等による

新規要素技術の実証等に資するため、小型・超小型の人工衛星を活用した基幹的部品や新

規要素技術の軌道上実証を適時かつ安価に実施する環境の整備を行い、イプシロンロケッ

トを用いた軌道上実証実験を実施することを目指す。 

 

企業による効率的かつ安定的な開発・生産を支援するため、衛星の開発に当たっては、

部品・コンポーネント等のシリーズ化、共通化やシステム全体のコスト削減などに取り組

むとともに、事業者の部品一括購入への配慮を促す。 

また、宇宙用部品の研究開発に当たっては、部品の枯渇や海外への依存度の増大などの

問題解決に向けた検討を行い、必要な措置を講じる。 

 

海外への依存度の高い重要な技術や機器について、共通性や安定確保に対するリスク等

の観点から優先度を評価し、中小企業を含めた国内企業からの導入を促進する。 

また、我が国の優れた民生部品や民生技術の宇宙機器への転用を進めるため、政府が一体

となって行う試験方法の標準化や効率的な実証機会の提供等に対し、技術標準文書の維持

向上、機構内外を含めた実証機会の検討等を通じて貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

①ⅸ）宇宙科学・探査及び有人宇宙活動 

・国際有人宇宙探査については、計画が今後国際的に検討されるものであることから、他国

の動向も十分に勘案の上、その方策や参加の在り方について、外交、産業基盤維持、産業

競争力強化、科学技術等に与える効果と要する費用に関し、厳しい財政制約を踏まえつ

つ、厳格に評価を行った上で、慎重かつ総合的に検討を行う。（文部科学省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②ⅱ）宇宙システムの基幹的部品等の安定供給に向けた環境整備 

・民間事業者等の人工衛星等の開発・整備・打ち上げ・運用に係る費用を大幅に引き下げる

ための活動を支援するべく、低価格・高性能な宇宙用機器や部品の開発・評価等に取り組

む。また、大学や民間事業者等が超小型衛星等を「テストベッド」として活用すること等によ

る新規要素技術の実証等に資するため、H-ⅡA/B ロケットの相乗り機会や ISS の利用機

会を継続的に提供する。さらに、小型・超小型の人工衛星を活用した基幹的部品や新規要

素技術の軌道上実証を適時かつ安価に実施する環境の整備に平成 27 年度に着手し、イ

プシロンロケットを用いた軌道上実証実験を平成 29 年度に実施すること目指す。（文部科

学省、経済産業省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】赤字：新たに追記・修正したもの 
    下線：配置替えを行ったもの。 資料５ 
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JAXA 第３期中期計画新旧比較 

中期計画 （現行）並替 中期計画 変更案 中期計画の変更箇所と新「宇宙基本計画」の対応箇所 
基盤的な宇宙航空技術に関する研究開発を進めることで、プロジェクトの効果的・効率

的な実施を実現する。また、我が国の宇宙産業基盤を強化する観点から、市場の動向を見

据えた技術開発を行い、プロジェクトや外部機関による技術の利用を促進する。具体的な

研究開発の推進にあたっては、産業界及び学界等と連携し、機構内外のニーズ、世界の技

術動向、市場の動向等を見据えた技術開発の中長期的な目標を設定しつつ、計画的に進め

る。 

将来プロジェクトの創出及び中長期的な視点が必要な研究については、最終的な活用形

態を念頭に、機構が担うべき役割を明らかにした上で実施する。 

 

 

３．航空科学技術 

 

４．に記載する基盤的な宇宙航空技術に関する研究開発を推進するとともに、環境と安

全に関連する研究開発への重点化を進める中にあっても、先端的・基盤的なものに更に特

化した研究開発を行う。 

 

（１）環境と安全に重点化した研究開発 

 

エンジンの高効率化、現行及び次世代の航空機の低騒音化並びに乱気流の検知能力向上

等について、実証試験等を通じて成果をあげる。具体的には、 

 

（ａ）次世代ファン・タービンシステム技術 

（ｂ）次世代旅客機の機体騒音低減技術 

（ｃ）ウェザー・セーフティ・アビオニクス技術 

 

等について実証試験を中心とした研究開発を進める。 

また、第2期に引き続き、 

 

（ｄ）低ソニックブーム設計概念実証（D-SEND） 

（ｅ）次世代運航システム（DREAMS） 

 

に係る研究開発を進め、可能な限り早期に成果をまとめる。 

防災対応については、関係機関と積極的に連携した上で、無人機技術等必要となる研究

開発を推進する。 

 

（２）航空科学技術の利用促進 

 

産業界等の外部機関における成果の利用の促進を図り、民間に対し技術移転を行うこと

が可能なレベルに達した研究開発課題については順次廃止する。 

さらに、関係機関との連携の下、公正中立な立場から航空分野の技術の標準化、基準の

高度化等に貢献する取組を積極的に行う。具体的には、運航技術や低ソニックブーム技術

等の成果に基づく国際民間航空機関（ICAO）等への国際技術基準提案、型式証明の技術基

準の策定、航空機部品等の認証、及び航空事故調査等について、技術支援の役割を積極的

に果たす。 

 

４．横断的事項 

（２）技術基盤の強化及び産業競争力の強化への貢献 

 

経済・社会の発展や我が国の宇宙航空活動の自律性・自在性の向上及びその効果的・効

率的な実施と産業競争力の強化に貢献することを目的とし、コスト削減を意識しつつ、技

術基盤の強化及び中長期的な展望を踏まえた先端的な研究等を実施するとともに、基盤的

な施設・設備の整備を行う。 

 

基盤的な宇宙技術に関する研究開発を進めることで、プロジェクトの効果的・効率的な

実施を実現する。また、我が国の宇宙産業基盤を強化する観点から、市場の動向を見据え

た技術開発を行い、プロジェクトや外部機関による技術の利用を促進する。 

具体的な研究開発の推進にあたっては、産業界及び学界等と連携し、機構内外のニーズ、

世界の技術動向、市場の動向等を見据えた技術開発の中長期的な目標を設定しつつ、計画

的に進める。 

将来プロジェクトの創出及び中長期的な視点が必要な研究については、最終的な活用形態

を念頭に、機構が担うべき役割を明らかにした上で実施する。 

 

 

４．航空科学技術 

 

基盤的な宇宙航空技術に関する研究開発を推進するとともに、環境と安全に関連する研

究開発への重点化を進める中にあっても、先端的・基盤的なものに更に特化した研究開発

を行う。 

 

（１）環境と安全に重点化した研究開発 

 

エンジンの高効率化、現行及び次世代の航空機の低騒音化並びに乱気流の検知能力向上

等について、実証試験等を通じて成果をあげる。具体的には、 

 

（ａ）次世代ファン・タービンシステム技術 

（ｂ）次世代旅客機の機体騒音低減技術 

（ｃ）ウェザー・セーフティ・アビオニクス技術 

 

等について実証試験を中心とした研究開発を進める。 

また、第2期に引き続き、 

 

（ｄ）低ソニックブーム設計概念実証（D-SEND） 

（ｅ）次世代運航システム（DREAMS） 

 

に係る研究開発を進め、可能な限り早期に成果をまとめる。 

防災対応については、関係機関と積極的に連携した上で、無人機技術等必要となる研究

開発を推進する。 

 

（２）航空科学技術の利用促進 

 

産業界等の外部機関における成果の利用の促進を図り、民間に対し技術移転を行うこと

が可能なレベルに達した研究開発課題については順次廃止する。 

さらに、関係機関との連携の下、公正中立な立場から航空分野の技術の標準化、基準の

高度化等に貢献する取組を積極的に行う。具体的には、運航技術や低ソニックブーム技術

等の成果に基づく国際民間航空機関（ICAO）等への国際技術基準提案、型式証明の技術基

準の策定、航空機部品等の認証、及び航空事故調査等について、技術支援の役割を積極的

に果たす。 

 

 

（３）技術基盤の強化及び産業競争力の強化への貢献 

 

経済・社会の発展や我が国の宇宙航空活動の自 立 性・自在性の向上及びその効果的・効

率的な実施と産業競争力の強化に貢献することを目的とし、コスト削減を意識しつつ、技

術基盤の強化及び中長期的な展望を踏まえた先端的な研究等を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】赤字：新たに追記・修正したもの 
    下線：配置替えを行ったもの。 資料５ 
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JAXA 第３期中期計画新旧比較 

中期計画 （現行）並替 中期計画 変更案 中期計画の変更箇所と新「宇宙基本計画」の対応箇所 
基盤的な宇宙航空技術に関する研究開発を進めることで、プロジェクトの効果的・効率

的な実施を実現する。また、我が国の宇宙産業基盤を強化する観点から、市場の動向を見

据えた技術開発を行い、プロジェクトや外部機関による技術の利用を促進する。具体的な

研究開発の推進にあたっては、産業界及び学界等と連携し、機構内外のニーズ、世界の技

術動向、市場の動向等を見据えた技術開発の中長期的な目標を設定しつつ、計画的に進め

る。 

将来プロジェクトの創出及び中長期的な視点が必要な研究については、最終的な活用形

態を念頭に、機構が担うべき役割を明らかにした上で実施する。 

 

 

４．横断的事項 

 

（１）利用拡大のための総合的な取組 

 

①産業界、関係機関及び大学との連携・協力 

 

国民生活の向上、産業の振興等に資する観点から、社会的ニーズの更なる把握に努めつ

つ、宇宙について政府がとりまとめる利用者ニーズや開発者の技術シーズを開発内容に反

映させ、これまで以上に研究開発の成果が社会へ還元されるよう、産学官連携の下、衛星

運用やロケット打上げ等の民間への更なる技術移転、利用実証の実施及び実証機会の提

供、民間・関係機関間での一層の研究開発成果の活用、民間活力の活用等を行う。 

 

我が国の宇宙航空分野の利用の促進・裾野拡大、産業基盤及び国際競争力の強化等に資

するため、JAXAオープンラボ制度の実施など必要な支援を行う。 

また、ロケット相乗り及び国際宇宙ステーション（ISS）日本実験棟（JEM）からの衛星

放出等による超小型衛星の打上げ機会の提供や開発支援等、衛星利用を促進する環境の一

層の整備を行う。 

さらに、利用料に係る適正な受益者負担や利用の容易さ等を考慮しつつ、機構の有する

知的財産の活用や施設・設備の供用を促進する。技術移転（ライセンス供与）件数につい

ては年60件以上、施設・設備の供用件数については年50件以上とする。 

 

加えて、宇宙開発利用における研究機関や民間からの主体的かつ積極的な参加を促す観

点から、他の研究開発型の独立行政法人、大学及び民間との役割分担を明確にした協力や

連携の促進、並びに関係機関及び大学との間の連携協力協定の活用等を通じて、一層の研

究開発成果の創出を行う。企業・大学等との共同研究については年500件以上とする。 

 

 

②民間事業者の求めに応じた援助及び助言 

 

人工衛星等の開発、打上げ、運用等の業務に関し、民間事業者の求めに応じて、機構の

技術的知見等を活かした、金銭的支援を含まない援助及び助言を行う。 

 

４．横断的事項 

（５）効果的な宇宙政策の企画立案に資する情報収集・調査分析機能の強化 

 

宇宙開発利用に関する政策の企画立案に資するために、宇宙分野の国際動向や技術動向

に関する情報の収集及び調査・分析機能を強化し、関係者等に対して必要な情報提供を行

う。国内においては大学等とのネットワークを強化し、海外においては機構の海外駐在員

事務所等を活用し、海外研究調査機関や国際機関との連携等を図る。 

 

４．横断的事項 

（２）技術基盤の強化及び産業競争力の強化への貢献 

②基盤的な施設・設備の整備 

基盤的な 航空技術 に関する研究開発を進めることで、プロジェクトの効果的・効率的な

実施を実現する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．横断的事項 

 

（１）利用拡大のための総合的な取組 

 

①産業界、関係機関及び大学との連携・協力 

 

国民生活の向上、産業の振興等に資する観点から、社会的ニーズの更なる把握に努めつ

つ、宇宙について政府がとりまとめる利用者ニーズや開発者の技術シーズを開発内容に反

映させ、これまで以上に研究開発の成果が社会へ還元されるよう、産学官連携の下、衛星

運用やロケット打ち上げ等の民間への更なる技術移転、利用実証の実施及び実証機会の提

供、民間・関係機関間での一層の研究開発成果の活用、民間活力の活用等を行う。 

 

我が国の宇宙航空分野の利用の促進・裾野拡大、産業基盤及び国際競争力の強化等に資

するため、JAXAオープンラボ制度の実施など必要な支援を行う。 

また、ロケット相乗り及び国際宇宙ステーション（ISS）日本実験棟（JEM）からの衛星

放出等による超小型衛星の打ち上げ機会の提供や開発支援等、衛星利用を促進する環境の

一層の整備を行う。 

さらに、利用料に係る適正な受益者負担や利用の容易さ等を考慮しつつ、機構の有する

知的財産の活用や施設・設備の供用を促進する。技術移転（ライセンス供与）件数につい

ては年60件以上、施設・設備の供用件数については年50件以上とする。 

 

加えて、研究開発プロジェクトの推進及び宇宙開発利用における研究機関や民間からの

主体的かつ積極的な参加を促す観点から、他の研究開発型の独立行政法人、大学及び民間

との役割分担を明確にした協力や連携の促進、並びに関係機関及び大学との間の連携協力

協定の活用等を通じて、一層の研究開発成果の創出を行う。企業・大学等との共同研究に

ついては年500件以上とする。 

 

②民間事業者の求めに応じた援助及び助言 

 

人工衛星等の開発、打ち上げ、運用等の業務に関し、民間事業者の求めに応じて、機構

の技術的知見等を活かした、金銭的支援を含まない援助及び助言を行う。 

 

 

（２）調査分析・戦略立案機能の強化 

 

宇宙開発利用に関する政策の企画立案に資するために、宇宙分野の国際動向や技術動向に

関する情報の収集及び調査・分析機能を強化し、関係者等に対して必要な情報提供を行う。

国内においては大学等とのネットワークを強化し、海外においては機構の海外駐在員事務

所等を活用し、海外研究調査機関や国際機関との連携等を図る。 

 

 

 

（３）基盤的な施設・設備の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ⅲ）国内の人的基盤の総合的強化、国民的な理解の増進 

・測位、通信・放送、地球観測、衛星バス、ロケット等の関連技術や、宇宙を巡る国際関係や

関連政策等、宇宙分野に関する専門知識に長けた人材の育成・確保のための方策や、海

外人材の受入れや国内人材の海外派遣による人的交流・ネットワーク強化及びキャリアパ

スの在り方について検討を行い、平成 27 年度中に検討に着手し、早期に結論を得て、必

要な施策を講じる。また、大学等における宇宙理学・工学等の研究を充実する。さらに、宇

宙技術の研究開発プロジェクト推進において、組織間の垣根を越えた人材交流を促進し、

様々な異分野の人材の結集を図る。（文部科学省、経済産業省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】赤字：新たに追記・修正したもの 
    下線：配置替えを行ったもの。 資料５ 
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中期計画 （現行）並替 中期計画 変更案 中期計画の変更箇所と新「宇宙基本計画」の対応箇所 
 

衛星及びロケットの追跡・管制のための施設・設備、環境試験・航空機の風洞試験等の

試験施設・設備等、宇宙航空研究開発における基盤的な施設・設備の整備について、老朽

化等を踏まえ、機構における必要性を明らかにした上で行い、我が国の宇宙航空活動に支

障を来さないよう機構内外の利用需要に適切に応える。 

なお、老朽化の進む深宇宙通信局の更新については、我が国の宇宙科学・宇宙探査ミッ

ションの自在性確保の観点から検討を進め、必要な措置を講じる。 

 

４．横断的事項 

（６）人材育成 

 

宇宙航空分野の人材の裾野を拡大し、能力向上を図るため、政府、大学、産業界等と連

携し、大学院教育への協力や青少年を対象とした教育活動等を通じて外部の人材を育成す

るとともに、外部との人材交流を促進する。 

 

①大学院教育 

 

先端的宇宙航空ミッション遂行現場での研究者・技術者の大学院レベルでの高度な教育

機能・人材育成機能を継承・発展させるため、総合研究大学院大学、東京大学大学院との

協力をはじめ、大学共同利用システム等に基づく特別共同利用研究員制度及び連携大学院

制度等を活用して、機構の研究開発活動を活かし、大学院教育への協力を行う。 

 

②青少年への教育 

 

学校に対する教育プログラム支援、教員研修及び地域・市民団体等の教育活動支援等の

多様な手段を効果的に組み合わせ、年代に応じた体系的なカリキュラムの構築を行うこと

で、青少年が宇宙航空に興味・関心を抱く機会を提供するとともに、広く青少年の人材育

成・人格形成に貢献する。また、宇宙航空教育に当たる人材の育成を的確に行う。具体的

には、地域が自ら積極的に教育活動を実施し、さらに周辺地域にも活動を波及できるよう、

各関係機関と連携し地域連携拠点の構築を支援するとともに、教員及び宇宙航空教育指導

者が授業や教育プログラムを自立して実施できるよう支援する。 

 

 

 

（ａ）学校や教育委員会等の機関と連携して、宇宙航空を授業に取り入れる連携校を年

80校以上、教員研修・教員養成への参加数を年1000人以上とする。 

（ｂ）社会教育現場においては、地方自治体、科学館、団体及び企業等と連携して、コズ

ミックカレッジ(「宇宙」を素材とした、実験・体験による感動を与えることを重

視した青少年育成目的の教育プログラム)を年 150回以上開催する。また、全国各

地で教育プログラムを支えるボランティア宇宙教育指導者を中期目標期間中に

2500名以上育成する。 

（ｃ）機構との協定に基づき主体的に教育活動を展開する地域拠点を年1か所以上構築す

るとともに、拠点が自ら積極的に周辺地域に活動を波及できるよう支援する。 

 

③その他人材交流等 

 

客員研究員、任期付職員（産業界からの出向を含む）の任用、研修生の受け入れ等の枠

組みを活用し、国内外の宇宙航空分野で活躍する研究者の招聘等により、大学共同利用シ

ステムとして行うものを除き、年500人以上の規模で人材交流を行い、大学、関係機関、

産業界等との交流を促進することにより、我が国の宇宙航空産業及び宇宙航空研究の水準

向上に貢献する。 

 

 

 

衛星及びロケットの追跡・管制のための施設・設備、環境試験・航空機の風洞試験等の試

験施設・設備等、宇宙航空研究開発における基盤的な施設・設備の整備について、老朽化

等を踏まえ、機構における必要性を明らかにした上で行い、我が国の宇宙航空活動に支障

を来さないよう機構内外の利用需要に適切に応える。 

なお、老朽化の進む深宇宙通信局の更新については、我が国の宇宙科学・宇宙探査ミッシ

ョンの自在性確保の観点から検討を進め、必要な措置を講じる。 

 

 

（４）国内の人的基盤の総合的強化、国民的な理解の増進 

 

宇宙航空分野の人材の裾野を拡大し、能力向上を図るため、政府、大学、産業界等と連携

し、大学院教育への協力や青少年を対象とした教育活動等を通じて外部の人材を育成する

とともに、外部との人材交流を促進する。 

 

①大学院教育 

 

先端的宇宙航空ミッション遂行現場での研究者・技術者の大学院レベルでの高度な教育機

能・人材育成機能を継承・発展させるため、総合研究大学院大学、東京大学大学院との協

力をはじめ、大学共同利用システム等に基づく特別共同利用研究員制度及び連携大学院制

度等を活用して、機構の研究開発活動を活かし、大学院教育への協力を行う。 

 

②青少年への教育 

 

学校に対する教育プログラム支援、教員研修及び地域・市民団体等の教育活動支援等の多

様な手段を効果的に組み合わせ、年代に応じた体系的なカリキュラムの構築を行うこと

で、青少年が宇宙航空に興味・関心を抱く機会を提供するとともに、広く青少年の人材育

成・人格形成に貢献する。その際、日本人宇宙飛行士の活躍や各種プロジェクトが広く国

民に夢や希望を与えるものであることを踏まえ、その価値を十分に活かした各種の取組を

推進する。また、宇宙航空教育に当たる人材の育成を的確に行う。具体的には、地域が自

ら積極的に教育活動を実施し、さらに周辺地域にも活動を波及できるよう、各関係機関と

連携し地域連携拠点の構築を支援するとともに、教員及び宇宙航空教育指導者が授業や教

育プログラムを自立して実施できるよう支援する。 

 

（ａ）学校や教育委員会等の機関と連携して、宇宙航空を授業に取り入れる連携校を年

80校以上、教員研修・教員養成への参加数を年1000人以上とする。 

（ｂ）社会教育現場においては、地方自治体、科学館、団体及び企業等と連携して、コズ

ミックカレッジ(「宇宙」を素材とした、実験・体験による感動を与えることを重視した

青少年育成目的の教育プログラム)を年150回以上開催する。また、全国各地で教育プロ

グラムを支えるボランティア宇宙教育指導者を中期目標期間中に2500名以上育成する。 

（ｃ）機構との協定に基づき主体的に教育活動を展開する地域拠点を年1か所以上構築す

るとともに、拠点が自ら積極的に周辺地域に活動を波及できるよう支援する。 

 

③人材交流の促進 

 

客員研究員、任期付職員（産業界からの出向を含む）の任用、研修生の受け入れ等の枠組

みを活用し、国内外の宇宙航空分野で活躍する研究者の招聘等により、大学共同利用シス

テムとして行うものを除き、年500人以上の規模で人材交流を行い、大学、関係機関、産

業界等との交流を促進することにより、我が国の宇宙航空産業及び宇宙航空研究の水準向

上に貢献する。 

さらに、イノベーション創出機能を強化するため、様々な異分野の人材・知を糾合した

研究体制の構築を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ⅲ）国内の人的基盤の総合的強化、国民的な理解の増進 

・宇宙に関する国民的な関心を高め、次世代を担う人材のすそ野拡大に幅広く貢献するた

め、小中学校等における体験型の教育機会の提供等、宇宙教育を始めとした様々な取組

を進める。 

特に、日本人宇宙飛行士が宇宙空間で活躍することは、我が国の宇宙開発利用に対し

国民からの幅広い理解や支持を得るために重要であるとともに、広く国民に夢や希望を与

えるものであり、その価値を十分に生かした各種の取組を推進する。（文部科学省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ⅲ）国内の人的基盤の総合的強化、国民的な理解の増進 

・測位、通信・放送、地球観測、衛星バス、ロケット等の関連技術や、宇宙を巡る国際関係や

関連政策等、宇宙分野に関する専門知識に長けた人材の育成・確保のための方策や、海

【凡例】赤字：新たに追記・修正したもの 
    下線：配置替えを行ったもの。 資料５ 
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中期計画 （現行）並替 中期計画 変更案 中期計画の変更箇所と新「宇宙基本計画」の対応箇所 
 

 

４．横断的事項 

（３）宇宙を活用した外交・安全保障政策への貢献と国際協力 

 

①宇宙を活用した外交・安全保障への貢献 

 

政府による外交・安全保障分野における宇宙開発利用の推進に貢献するため、同分野に

おける宇宙開発利用の可能性を検討する。 

また、以下のような活動を通じて、政府による外交・安全保障分野における二国間協力、

多国間協力に貢献する。 

 

（ａ）国連宇宙空間平和利用委員会（COPUOS）における、宇宙空間の研究に対する援助、

情報の交換、宇宙空間の平和利用のための実際的方法及び法律問題の検討におい

て、宇宙機関の立場から積極的に貢献する。 

（ｂ）宇宙活動の持続可能性の強化のために「宇宙活動に関する国際行動規範」の策定に

関して政府を支援する。 

 

４．横断的事項 

（７）持続的な宇宙開発利用のための環境への配慮 

 

政府による COPUOS や宇宙空間の活用に関する国際的な規範づくり等に関する取組に積

極的に協力する。 

我が国の安全かつ安定した宇宙開発利用を確保するため、デブリとの衝突等からISS、

人工衛星及び宇宙飛行士を防護するために必要となる宇宙状況監視（SSA）体制について

の政府による検討に協力する。 

今後、国際的な連携を図りつつ、我が国の強みをいかし、世界的に必要とされるデブリ

除去技術等の研究開発を着実に実施する。 

 

 

②国際協力等 

 

諸外国の関係機関・国際機関等と協力関係を構築する。具体的には、 

 

（ａ）宇宙先進国との間では、国際宇宙ステーション（ISS）計画等における多国間の協

力、地球観測衛星の開発・打上げ・運用等における二国間の協力等を行い、相互に

有益な関係を築く。 

（ｂ）宇宙新興国に対しては、アジア太平洋地域宇宙機関会議（APRSAF）の枠組み等を活

用して、宇宙開発利用の促進及び人材育成の支援等、互恵的な関係を築く。特に

APRSAF については、我が国のアジア地域でのリーダーシップとプレゼンスを発揮

する場として活用する。 

（ｃ）航空分野については、将来技術や基盤技術の分野を中心に研究協力を推進するとと

もに、多国間協力を推進するため、航空研究機関間の研究協力枠組みである国際航

空研究フォーラム（IFAR）において主導的役割を果たす。 

 

機構の業務運営に当たっては、宇宙開発利用に関する条約その他の国際約束を我が国と

して誠実に履行するために必要な措置を執るとともに、輸出入等国際関係に係る法令等を

遵守する。 

 

 

４．横断的事項 

（４）相手国ニーズに応えるインフラ海外展開の推進 

 

 

 

 

 

（５）宇宙空間における法の支配の実現・強化 

 

政府による外交・安全保障分野における宇宙開発利用の推進に貢献するため、同分野にお

ける宇宙開発利用の可能性を検討する。 

また、以下のような活動を通じて、政府による外交・安全保障分野における二国間協力、

多国間協力に貢献する。 

 

（ａ）国連宇宙空間平和利用委員会（COPUOS）における、宇宙空間の研究に対する援助、

情報の交換、宇宙空間の平和利用のための実際的方法及び法律問題の検討において、宇宙

機関の立場から積極的に貢献する。 

（ｂ）宇宙活動の持続可能性の強化のために「宇宙活動に関する国際行動規範」の策定に

関して政府を支援する。 

 

 

 

 

政府による COPUOS や宇宙空間の活用に関する国際的な規範づくり等に関する取組に積極

的に支援する。 

 

 

 

今後、国際的な連携を図りつつ、我が国の強みをいかし、世界的に必要とされるデブリ除

去技術等の研究開発を着実に実施する。 

 

 

（６）国際宇宙協力の強化 

 

諸外国の関係機関・国際機関等と協力関係を構築する。具体的には、 

 

（ａ）宇宙先進国との間では、国際宇宙ステーション（ISS）計画等における多国間の協

力、地球観測衛星の開発・打ち上げ・運用等における二国間の協力等を行い、相互に有益

な関係を築く。 

（ｂ）宇宙新興国に対しては、アジア太平洋地域宇宙機関会議（APRSAF）の枠組み等を活

用して、宇宙開発利用の促進及び人材育成の支援等、互恵的な関係を築く。特に APRSAF

については、我が国のアジア地域でのリーダーシップとプレゼンスを発揮する場として活

用する。 

（ｃ）航空分野については、将来技術や基盤技術の分野を中心に研究協力を推進するとと

もに、多国間協力を推進するため、航空研究機関間の研究協力枠組みである国際航空研究

フォーラム（IFAR）において主導的役割を果たす。 

 

機構の業務運営に当たっては、宇宙開発利用に関する条約その他の国際約束を我が国とし

て誠実に履行するために必要な措置を執るとともに、輸出入等国際関係に係る法令等を遵

守する。 

 

 

 

（７）相手国ニーズに応えるインフラ海外展開の推進 

 

相手国のニーズに応えるため、関係府省との協力を密にしつつ、人材育成、技術移転、相

外人材の受入れや国内人材の海外派遣による人的交流・ネットワーク強化及びキャリアパ

スの在り方について検討を行い、平成 27 年度中に検討に着手し、早期に結論を得て、必

要な施策を講じる。また、大学等における宇宙理学・工学等の研究を充実する。さらに、宇

宙技術の研究開発プロジェクト推進において、組織間の垣根を越えた人材交流を促進し、

様々な異分野の人材の結集を図る。（文部科学省、経済産業省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】赤字：新たに追記・修正したもの 
    下線：配置替えを行ったもの。 資料５ 
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